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はじめに
　直接原価計算における直接材料や直接労務費
は製晶に凝着し，賦課するものとされてきた。
又単品生産企業について語られてき走。ダイレ
クト・コストに関しては配賦問題について語ら
れることが少なかった。．原価の発生が生産量と
一次関数の関係にあると前提しているからであ
私このような簡潔な前提のもとで固定費，変
動費の二分法が観られるのであるが，複数製晶
の場合はどうであろうか，原価発生が一次性で
なく複雄な場合には増分原価はどの様な数値に
解釈したら良いのであろうか。労働にはラーニ
ング・カーブの原価減少局面が現れるし，原材
料には減損，仕損じ，作業屑の発生があ乱実
際には間接原価はもちろん，直接原価も製晶単
位には配賦が行われていることになる。ダイレ
クト・コスティングは現状では暖昧性を有して
いる。発生原価が製晶種類には跡付けられても
製晶単位に直接的な関係を検証できているわけ
ではない。前半でこれらのことを考察し，後半
ではこれらと共に棚卸資産の評価問題について
未来原価回避説との関係を考察する・
　ω　原価の態様と分類
　原価は不規則的に，予想のつかない方法で発
生し，そのパターンを描くのに複雑な数学上の
等式をもってしても予想のつかないことがあ
る。ほとんどのコストは概数的には予想できる
状況で発生する。会計専門家は短期的に一定の
操業圏内で原価を固定費，変動費へと分類して
いる。彼らは変動原価を一次関数であると仮定
しているが現実には一次でなく一次性が合理的
であるとしている1〕のである。彼らは原価の発
生が操業度以外の要索によっても影響されるの
であるが原価に影響するもっとも単純な要素を
操業度としている。
　経済学者め伝統的原価の発生状況は次の図の
ようである’。彼らの前提からすればトータル・
コストはCからt’へかけて鋭くむしろ，小規
模生産の高いコストのため最初にするどく上昇
し，t’からt”にかけて穏やかな曲線状況で変
化し，大規模生産の経済性の最適点t”を越え
るとトータル・コスト・カーブは急上昇す孔
　会計家は操業度に対するトータル・コストを
Ctによって表し，経済学者の前提との相違は
変動費とトータル・コストを一次関数で表して
いるのであ私著しく過度の簡素化を行ってい
るのである。さらに会計では通常年次の短期的’
観点，単一製晶企業を考え，あるレペルの操業
度を前提にしている2〕。その範囲はたとえばt’
t”である。
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　生産が増加するに連れて原価の発生も大きく
なるが，そのコストの態様は一様ない。生産関
数，コスト等式，変動原価関数などは次のよう
に考えることができる3）。
　q昌F（X1，X2）　　生産関数
　C＝Y1X1＋V2×2＋B　コスト等式
　≡φ（Q）十B　　　（コスト関数）．
　　　　　　　　　　B＝固定費
V；φ（Q）　　　　変動原価関数
経済学者のマージナル・コストはdC／dq＝dV
／dqでqの追加単位数の一つを生産するのに
必要なコストであり，経済的な意味での限界コ
ストは意思決定により避けうるコストである。
したがって回避可能原価も特定の意志決定によ
り決定することができるコストであり，ある意
志決定に避けうるコストは他の意志決定に対し
ては避けることはできない。この原価は会計の
変動原価と共通するものである。
　変動原価は厳密にはより複雑な変化の形をと
る。残業にプレミアムを付加して仕事量に逓増
して曲線的コストの原価を発生せしめたり，経
験や学習曲線が累積的生産量の増加にしたがっ
て単位当りコストを減じる傾向がある。実務に
おいて非直線的変動コストはデータを観察すれ
ば多く発見できる。通常は一・次関数を前提にし
ているが変動原価は多くの関係要因が含まれて
いる。変動原価であるダイレクト・ブァリュア
ブル・コストは最も親密な用語でアウト・ブッ
トー単位を生産するために必要な材料費や，労
務費といわれる4㌧言い替えれば一単位のアウ
ト・プットの量が増加するとき比例的に材料，
労務費が増加し，アウト・プットがゼロになれ
ぱこれらのコストもゼロになる。
労働のラーニング・カーブに関して，ある企業
が4，000単位の製晶を持っており，その平均労
務費は＄64，80％のラーニングカーブを持つも
のであるとき，次の追加の4，000単位の増分労
務費は以下のように計算される5）。
　新しい平均原価：＄64x0．8＝＄51．2
　トータルコスト：8，000×51．2昌＄409，600
　旧トータルコスト：4，000×64　＝　256，000
　　増分原価　　　　　　　　　　＄153，600
　平均増分原価：153，600÷4，000＝＄38，4．
　ラーニン・グカーブはノンリニアー・コスト
の発生する現象面のひとつである。労働能率は
作業の繰り返しにより学習効果が現れ，管理，
監督活動も継続することによってより，効果的
な活動となる。技術革新により，生産工程は改
善され，新士程が投資され，製晶の標準化に．
より繰り返し作業の増大がもたらされ，セット
アップの時間短縮が現れ乱製晶デザインの改
良は不必要な製品特徴の切下げをもたらし，生
産規模が大きくなれば規模の経済の効果が現れ
るoキャパシティーのコストはキャパシティー
の増大よりゆっくり増大する。
　原価がリニアーでなく，継続的に減少する面
は種々考えられるが，これらは自動的に減少す
るのではなく労働者，管理者が原価切下げに対．
する努力を持って初めて可能となるのである6〕。
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6 ．5229
68． 723
70．97
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76．2252
　変動原価は短期的に操業度の変化に比例して
直線的であることを意味しているが，しかし変
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動原価によって提供されるプロダクト・コスト
は操業度のみによって影響される唯一のコスト
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であると信じてはならない。これを信じるなら
ば短期に発生する固定費の変化を見落としてい
ることになる7〕o
　このようにコストの変化は単に直線として簡
潔に描かれるとは限らない。種々の状況が考え
られるが，さらに次の場合が考えられる8㌧コ
ストのステッブが同じサイズでない場合があ
り，しかし，それらが相対的に小さく，互いに
緊密にあり，操薬度上まさに小さな変化がこれ
らコストの金額上の変化へと導かれる場合であ
る。変動原価数字で示そうとしているものは平
均変化率で製造間接比率の中に合まれるぺきで
ある。段階｝コスドラインのスロープが平均
変動費率を測定し（¢40機械時閲），これが変
動原価の部分となる。
　機械時間による発生原価も給付単位について
の原価は平均原価であ’る。変動原価計算論者の
主張は誤解されてはならない。単位原価は個別
原価計算によ・って算定されても平均原価であ
り，さらにこれは，変動原価計算によっても，
全部原価計算によっても平均原価である。この
平均は一般的の数値であり，増分コストの尺度
として利用するには一層の注意深い分析が望ま
れる。たとえば月30単位の操業度に対して直接
労務費が単位当り＄50発生すると仮定しよう。
20単位を追加生産するとき平均ダイレクト・コ
ストは＄45まで減少するとすれば，軽率なアナ
リストは増分コストを計算するとき新しい平均
を20×＄45＝900というような罠にかかること
がある。
月50単位の直接労務撃総額50×＄45＝＄2．250
30単位追加の労務費総額　30×＄50＝＄1．500
30単位追加の増分直接労務費　　　　＄　750
増分直接労務費は平均＄37．5と単位当り計算さ
れるg〕。
　会計的に棚卸資産価値を決定し，収益に対応
させるべき原価を決定させるのは単位原価を通
してである。
　生産が継続的フローである工場で，また生産
の単位が他の生産単位と識別できない場合，原
価は総合原価計算によって各製晶へ割り当てら
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表一1
1変動原価1 傾向線の値
3＊　1→←．8非　　1＋．06＊　　　1
3＊2＋．8＊　4＋．06＊　　8
3＊　3＋．8＊　　9＋．06＊　　27
3＊4＋．8＊16＋．06‡　64
3＊　5＋．8＊　25＋．06＊　ユ25
3＊　6＋．8＊　36＋．06＊　216
3＊　7→一．8＊　49＋．06＊　343
3＊　8＋．8＊　64＋．06＊　512
3＊　9＋．8＃81＋．06＊729
3＊10＋．8＊100＋．06＊1000
3‡11＋．8ホ12ユ十．06＊1331
3＊12→一．8＊144＋．06申1728
3＊13＋．8＊169＋、06＊2197
3＊14一ト．8＊196＋．06＊2744
3ホ15一ト．8＊225＋．06＊3375
3＊16＋．8＊256＋．06＊4096
3＊17＋．8非289＋．06＊4913
！　3，86
3　g．68
＝17．82
；28．64
＝42．5
＝59．76
冒80．78
＝105．92
；135．54
；170
＝209．66
筥254．88
≡306．02
＝363．44
＝42 ．5
＝498．56
＝576．98
3＊18＋．8＊324＋．06＊5832・．01≡663，12
3＊19＋．8＊361＋．06＊6859．01＝757，34
3＊20＋．8＊400＋．06＊8000　　　＝860
　（＊は乗算をいみする）
　　　（y＝bκ十〇κ2＋dκ3）
　　　　　数値
　　一132，028
　　－88，804
　　－45．58
　　－　2．356
　　　　40．868
　　　　84．092
　　　127．316
　　　170．54
　　　213．764
　　　256．988
　　　300．212
　　　343．436
　　　386．66
　　　429．884
　　　473．108
　　　516．332
　　　559．556
　　　60 ．78
　　　646．004
　　689，228
（y＝43，244κ一175，252）
れる。総合原価計算では部門費計算表に特定期
間にわたって原価が部門へ跡付けられ私単位
当り原価は特定会計期間の部門の生産要素を当
該会計期間の部門により生産されたアウト・プ
ットで割ることにより決定される。結果は生産
された全ての晶目は平均単位原価である10）。
　原価関数のス1コープが一律に活動水準により
変化するとき，図5のようにカーブは放物線と
して描かれ，代数学的にはたとえば以下のよう
にあらわされる。
　Yafiable　Cost＝bκ十cκ2＋dが十・・’．†px日
　a，b，c，は定数でκは活動水準である。た
とえば部晶の変動原価はb”十cが十dκ3，そこ
でb：単位あたり材料費≡＄3，c≡単位当り労
務費＝＄0．8d害単位当り変動製造間接費＝＄
0．06とすれば表一1の計算と図5のグラフ化
が可能である。
　関数が逓減的か，逓増的かは定数値によって
決ってくるが，逓増的の場合は生産の増加に比
べて原価の逓増的な増加が存在することはいう
までもない。
　基本的に原価関数が曲線的直線，あるいは他
の関数から成り立っていることが解っていると
きでさえ，しばしば直線的概数が利用される。
直線的概数は過度に簡素化された計算であり，
短期間の限定された範囲の活動変化が存在する
ことを合理的に正確に提供するという経験的証
拠からきているmのであろうか。実務におい
て，分析において誤った結果を招く恐れのある
場合，一次性の仮定はとらないように注意すぺ
きである。
　固定費，変動費の分類，いわゆるコストの二
分法はダイレクト・コストにおいて核心であ
る。多くめ原価計算の文献においてそう説いて
いる。ダイレクト・コスティングと全部原価計
算の本質的相違は固定間接費の処理である。ダ
イレクト・コスティングのもとでは固定間接費
は製品原価としてでなく期問原価として処理さ
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表一2
（A）Absorption　Co苧ting
Direct　costs
　Raw　materia1s
　Direct　labor
I1＝1difeCt　COStS
　Indirect1abor
　IndireCt　fnateria1S
　Flectricity
　Maintenance
　Supervision　and　qua1ity　control
　DePreciation－machinery
　Depreciation一・一building
Totals
τ0τσ1‘03ま
＄175．000
400，000
90，000
ユ2．500
72．500
6．000
78．000
24．000
12，000
＄870，000
Co∫りθ7
”〃〃
＄17．50
40．00
9，00
1，25
7．25
，60
7，80
2，40
1，20
＄87．00
（B）Direct　Costing
Direct　variable　costs
・Raw　materials　．
　Direct1abor
Indirect　vafiable　costs
　Indirect　labor
　IndireCt　rnateria1S
　Electricity
Totals
7「0チα1003サ
＄175．000
400，000
90．000
12．500
72，500
＄750，000
C03まμブ
舳〃
＄ユ7．50
40．00
9，00
1，25
7．25
＄75．OO
’（生産量　10，OOO単位）
れ孔すなわち発生した期間にそれが相殺され
る。固定費，変動費に関するコスト・ビヘイビ
アの定義はactivity，volume，outputなどの水
準の変化の点からの考察である12〕。
　表一2は一つのグループのコストがダイレク
ト・コスティング，全部原価方法でいかに分類
されているかを示している。
　ダイレクト・コスティングはブァリュアブル
・コスティングと表現したほうがよい。ダイレ
クトという言葉は用語の利用上，一貫性が保て
邸・から。ダイレクトの語は製晶，またはコス
ト・センターとも関連させることができ，直接
材料費，直接労務費，その他のコストを合むも
’のと定義できる。ダイレクト・コスティングの
もとで製品に割り当てられる原価はアウトプッ
トー単位に直接的，間接的に発生が検証しえる
変動製晶原価を合むと定義されているが表一2
はアウト・プットとの変動性がダイレクト・コ
スティングのもとで製品に原価を割り当てるた
めに用いられている。検証性が用いられている
のではない13〕O
　収益と原価の適切な対応問題は収益と原価の
物理的関係を見つけることでもあり，それは跡
付けと割当を行う問題を提供するものでもあ
孔しかし，本質的テス　トは物理的測定値よ
りもむし苧適切な状況に照らしての合理性であ
　る14〕。直接材料においても，その割当問題は物
　理的フローよりも，むしろ経済的問題であると
いうことが認識される必要がある。それ故に，た
　とえば靴の製造に一枚の皮革の全原価のかなり
　の部分が浪費されるにも拘らず，その製品ヘチ
　ャージされるのである。
　　会計記録保持の機能の目的から材料コストの
　最も重要な分類は製晶に関連するコスト・オブ
　ジェクトであるダイレクト，インダイレクト間
　の相違である。直接材料は製晶との関係で論理
　的にそして実務的に検証されるところの材料で
　ある。製晶と特定の材料との直接的な検証は甚
　だ高価なコストを掛けて行うことも可能であろ
　う。ここから一般に理論的背景と同様に実務的
　背景の間に区別が行われる。たとえば木材チェ
　アーの製造で木材原価はダイレクトコストとし
　て認識されるが，膠やネジの材料費は論理的に
　完成晶に跡付けうるが簡単にインダイレクト・
　コストとして処理される。製品との直接的検証
　が行われるコストが，得られる情報の正確性を
　からする企業にもたらす利点の価値を越えるか
　弘このことは会計システムのデザインのルー
　ルを指摘している。会計システムからえられる
　利点は少なくとも，その運用するコストに常に
　等しいか，それ以上でなければならない15〕。年
　間＄10，000コストの節約がもたらされる会計手
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続きが，会計手続きを運用することそれ自体に
＄12，000の費用を要するならば会計的には明ら
かに妥当性を持たないのである。
　材料費と同様に労務費は直接労務費と間接労
霧費に分類される。パンチ作業のオペレーター
は直接にその製晶に働く。彼は平均的にそれぞ
れの一片に一定の時間を費やすのである。彼の
勢力は論理的にそして合理的に製晶単位によっ
て測定される。ここから彼の賃金は直接労務費
として計算されるのであ孔同じ工場で職長，
守衛，時間係など他の労働者が製晶に関して直
接的に作業をしているのではなければ，彼らの
サービスは製晶に関して重要であるが，しかし
製晶単位による彼らの努力の合理的な測定基準
を持たないのである。それ故に間接労務費とし
て計算される。・
　直接原価とは語旬の意味から必ずしも変動費
であることを要せず当該製晶ないし指図書へ直
課されうるコストは固定費であっても直接原価
とされうる。直接労務費はいずれにしても，こ
のような意味から直接原価とするのが妥当な見
解であるような感じがする。直接作業時間な
ど，直接作業量は製晶生産量との比例関係にあ
る場合，直接労務費も生産量に対する変動費と
して把握し，その上でこれを直接原価として分
類するのが妥当かと思われ孔
　直接作業時闇は操業度測定基準として利用さ
れることがあるが，それは操業度と生産量の比
例関係を前提にしているからであ乱直接労務
比率に直接作業時間を掛けて算定した直接労務
費が比例費となることは明ちかである。このよ
うな比例費となることの関係は直接作業時間に
配賦率を掛ける算式を用いる限り，他のどの様
な原価を配賦する場合にも適合する。固定資産
税，減価償却費といった固定費の場合もしかり
である。しかし，配賦方法によって直接労務費
が操業度に対して比例性があると言うのは，す
なわち変動費扱いするのは妥当であろうか？
　固定費，変動費の二分法には多くの落し穴が
ある。原価分類と予測に関して余りにも表面上
の現象のみ’にとらわれないように注意しなけれ
ぱならないo
　a）変動原価に対する原価態様の仮定は操業
度変化に直線的に変化するという仮定であ乱
既述したようにコストは直線的に，曲線的に，
また，階段状に変化するかも知れない。
　b）　固定費は局部的には毎年変化してい孔
操業度変化よりも他の要素から変化の影響を受
けるため，通常固定費とされてい孔まったく
窓意的原価処理を行えば，ある場合には固定費
として分類し，他の場合には変動費として分類
しうる結果となる。滅価償却費はその例であ
る。
　原価の個々の特徴が見落とされないために，
固定費を次の四つの範騰に分類するこ．とは有益
である16〕。
　1．時間的区分
　　　通常一年という短期には変化しない。長
　　期的には全ての原価は変化し，回避でき
　　る。
　2．操業度分類
　　　アウト・プットやキャパシティー上，固
　　定費は小さな変化には固定的で，大きな変
　　化には固定的でない。
　3．結合的分類
　　　ある原価と他の原価と結合して発生し，
　　結合して変化するとき結合原価としての固
　　定費であるか否かの分類がなされる。たと
　　えば企業が付属の倉庫を持つショールーム
　　を借りるとき，一方が必要でなかったにせ
　　よ，このような分類が行われる。
　4．政策的分類
　　　これは営業方針により固定費とされるも
　　のであり，操業度，時間には関わらない。
　営業量との関係でコストを観察すれば全ての
コス“は固定費が変動費である。企業活動が増
減するとき，変動原価は総額的に増減する。固
定費は総額として等しく留まっている。固定費
は特に企業のキャパシティーにより決定され
る。・特定期間にわたる販売収益により回収され
るぺき必要あるのは固定費である。全部原価情
報によっても由定費の幾らが個々の製晶の単位
直接原価計算における原価配賦問題
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　数に，また，製晶グループによって回収され
るぺきか決定することは不句能である。さらに
固定費をある面から一層差別化し，コスト計算
を純化することは可能である。これに関しては
3つの範騰が重要と考えられ孔
　1　帰属機能による分類
　2　時間機能による分類
　3　流動的特徴による分類
　第一の分類は固定費を次のように分類でき
る。
　　製晶に属する固定費
　　製晶グループに属する固定費
　　部門に　　　〃
　　事業部　　　〃
　　企業全体に　〃
　この方法がわれわれにコンテゥリビ斗一ショ’
ン計算を可能にするのであ乱いわゆる古典的
全部原価計算と部分原価計算の結合である17〕。
この方法で各コスト・ユニットは利益が発生す
るにつれて階層的に回収されていく状況，すな
わち貢献の程度が示される。
　時間に関する固定費の分類は次あように識別
される。
　1．特定期間に直接的に割り当てうる固定
　　費，
　2．より多くの期間へ直接的に割当てうる不
　　正規の時間依存的固定費
　3．より長期の事前に時間的に隈定できない
　　企業キャパシティに影響する個々の不正規
　　の支出に起因するコスト
このような固定費の分類は期間別に回収される
・期間の固定費を決定する可能性を提供する。
　固定費，変動費を問わず，全部原価計算では
配賦を行うのである。Al1ocationは通常Ass－
ignmentの意味で用いられるがダイレクト・プ
ロダクト・コストと考えられないコストの製
晶・コストセンターへの割当，セグメント・コ
ストペの跡付けを述ぺるために用いられる。配
分にも跡付けの意味にも用いられる。配分され
たコストは，それ故ダイレクト・プロダクト・
コスト以外のコストが製晶，コスト・センター
へ割り当てられた場合の全てのコストのことで
ある。
　ほとんどの企業はアウト・プット単位当りコ
ストを算定するのにダイレクト・ブ1コダクト・
コストと製造問接費項目を合める。これは単に
プロダクト・コストとしばしば呼ばれている初
期に考えられていたトー多ル・プロダクト・コ
ストである。そのような数字は外部報告のため
に棚卸資産評価の目的に広く利用されているが
計算に大多数の合理性が与えられているとはい
え，外部報告目的においてさえその妥当性に疑
問がないとはいえない。この方法の理由付けは
アウト・プット単位がダイレクト，インダイレ
クトコストの両方から利益をえる18〕ことであ
り，コストはそれ故に資源の利用に比例してア
ウト・プット全般ににわたり吸収されるという
ことである。
　点検維持費，監督者給料，品質管理費，減価
償却費，などはアウトプットに関して固定的と
仮定されている。ダイレクト・コスティングは
生産水準の変化と共に増減すると予期されるも
のが製品製造原価であると限定している。全部
原価法は製晶製造原価に固定費，変動費を両者
合めてい私ダイレクト・コスティングは利益
センターレベルで，また組織全体として利用し
える。マネジメントの第一の利点は固定費，変
動費を区別することがマネジメントにとっ亡よ
り有益であるという判断にもとずいて総原価を
区分しているのである10）。
　固定費の概念自体は操業度の変動に応じた原
価態様の分析の観点から捉えられた概念であ
り，これは経営事象の持つ性格の一端を表現し
ているに過ぎないから，経営事象を固定費とし
てのみ提えることはその持つ重要性を十分に反
映したことにはならない。直接原価計算の生成
発達を，この機械設備と組織の原価の歴史の一
過程として位置づけて論ずることができる20）。
機械設傭と組織の原価，すなわち固定費の特徴
は
　1．製晶との帰属関係が間接的である。2．営
業量との関係で固定費である。3．期間的に発
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生する。4．多くがキャパシティーコストであ
る。5．多くが管理不能である。
多くの原価計算制度には材料と労働に関してそ
の流れは特定の部門，活動，製晶単位ないしの
種類へ周倒に，また，効果的に跡付けられてい
乱いわゆる総係的な生産費用をそのルートを
通じて収益と結ぴ付ける理論と方法の発展には
著しい進歩が認められる。直接材料や労働の原
価は客観的，物理的な関係を注意深く観察する
ことにより生産成果との関係をかなり満足に跡
付けることが可能である21，のに対して製造間接
費に対．しては非現実的，不可能な場合があり得
る。
　補助部門の変動原価を考えてみよう。たとえ
ば，修繕維持部門の労務費は製造部門の操業度
水準と共にある程度変化する。変動原価部分は
製晶単位原価を算定するとき製晶に配賦されな
ければならない。第一次に製造部門へ，第二次
に製晶へ配賦されなければならない。この状態
は変動製造間接費が配賦されなければならない
ことを物語っている二実際変動間接費の配賦の
場合も，標準変動製造間接費の場合も変動費の
配賦問題は完全には解決されていない22〕。
　変動原価計算，直接原価計算は二つの事情に
気づかれなげればならない。第一は製造間接費
は間接比率でもって仕事に割り当てられる。変
動間接費は固定費よりも個4の製晶へより跡付
が容易とは限らない。間接費を給付へ割り当て
る唯一の方法は間接比率を利用することであ
る。
　第二は変動原価計算はたとえある原価要素が
固定費要素，変動費要素の両者を含々でいても
間接比率は事前に決定されるから利用可能で
ある。会計専門家は変動比率を予測しなけれ
ばならない。彼らは固定費要素，変動費要素を
別々に記録しなければならないとは限らない。
点検維持費が発生するとき，それぞれのコスト
を固定費か，変動費として分類する方法はたぷ
んないであろうし，そのようなとき，変動点検
維持費を算定するのに，たとえば製造間接比率
¢8を利用すると言うような方法を採ることが
できる。ベアリングに落とされる一二滴の潤滑油
は一方の一滴が変動的で，他の一滴が固定費で
あると言うようなことは考えない。このような
問題に関して，賢明な会計専門家はそれを試み
ようともしない23〕。
　単に一単位の製品が生産されるとき，利用す
る機械のリース料は，他の用途に利用されなけ
れば，固定直接原価の範蟻に属することにな
る。しかしコストがダイレクトである一方，そ
れは固定的であろうか？　固定，変動の二分法
は性質において事前的であり，問題の核心は活
動水準の変化にたいして原価がいかに変容する
かである。追加的にリース料が必要でないな
ら・そのコストは固定的であり，しかし，その
仕事に配賦する必要があろう。配賦されるべき
実際額は生産の反復の数に依存する。ここから
単位原価は生産水準により影響される。単に一
単位であるとき，そのコストはその単位へ賦課
が可能であるが，しかし一単位を越えれば平均
化される。それ故にダイレクト・コスティング
は固定費，変動費の二分法によるよりは直接，
間接の二分法による方が賢明である。との点に
おいて固定直接という範麟の原価を考えないと
き製晶単位原枯は変動直接という範薦の原価の
みからな乱しかし多晶種生産企業では特に平
行的または結合生産過程を利用する企業では変
動直接と言う範薦の原価は多く存在することが
ありそうもない24）。そこでは問捧原価の優勢が
存在しよう。このような状況ではダイレクト・
コスティングは原価の分類記録に対して実務的
基礎を提供はしない。
　このような点からもダイレクト・コスト・シ
ステムは表現があまり適切とはいえない。ダイ
レクトDirectの語はコストが特定の原価対象
に跡付けられることを意味する。もし・この原
価対象が個別指図書であれば製造間接費はダイ
レクト・コストではない。もし原価対象が特定
の生産センターの操業度であれぱ多くの固定費
はダイレクトである。“Direct　Cost”は他の言
葉でいえば変動製造原価を指すものとは限ら
ず，それは変動原価計算論者が変動製造原価と
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みなしているものである25〕。
　原価態様がどの様に給付に跡付けられるか，
そして，どの部分を収益から控除するかによっ
て保証貢献額計算の四つの形態が区分される。
Moewsは原価を操業度依存性と帰属計算可能
性から原価を次のように分類しているのであ
る26〕。
　a．此例的原価負担者直接原価
b．比例的原価負担者間接原価
　C．固定的原価負担者直接原価
　d．固定的原価負担者間接原価
図6
収益から控除できる原価の順序として次のよう
に述べている。
　1．比例的直接原価（a）
　2．比例的直接原価と固定的直接原価
　　　　　　　　　　（a＋C）
　3．比例的直接原価と比例的間接原価
　　　　　　　　　　（a＋b）
　4、比例的直接原価と比例的間接原価と固定
　　’的直接原価　　　（aキb＋c）
　ダイレクト・＝1スティングを利用するとき固
定費，変動費のような二分法では，ある原価が
製晶単位に跡付けられにくい。実務上，ダイレ
クト・コストを利用する人はそれら原価が配賦
により割り当てられても直接製造原価の部分と
して変動間接費を合めている27）。
　インダイレクト・コストと製晶との関係は今
度適切な配賦基準の選択に当たり判断の行使が
必要となる。インダイレクト・コストの配賦に
関しては原価計算の文献上，多くの注目を浴び
てきた。製晶へ原価を配賦することの窓意性，
結果的に起こる会計情報の歪曲は原価配賦の方
法の批判の的となってきた。多くの著者がプラ
ンニング，コントロール，意志決定に対する配
賦間接原価の不適切性を指摘する一方，彼等は
配賦間接原価を含む平均単位原価を事実上，述
べている28〕。
　原価計算上，ダイレクトと言う語はさらに特
定のコスティング・エンティティに容易に跡付
けられることを意味する。インダイレクト・コ
ストは当該エンティティーに容易に跡付けられ
ないことを意味し，あるコストは当該コスティ
ング・エンティティーに直接に完全に跡付けら
れようが，他のコスト・エンティティーには跡
付けることはできない場合が存在しよう。部門
に跡付けられても製・品には跡付けが困難な場合
がある。ダイレクトと言う言葉を会許専門家は
自己流にコスティング・エンティティーに特定
化している場合がおうおうにしてある29〕。
　総合原価計算ではプロダクト・コストはコスト
の二づの幅広い分類からなる。
　1．製品が製造される故に製造部門のダイレ
　　クト・コスト
　2．二つ，またはそれ以上の製造部門へ必要
　　なサービスを提供するコスト・センターの
　　ダイレクト・コスト
後者のコストは製造部門のアウト・プットにと
ってはインダイレクト・コストである。
　変動原価計算が幅広くダイレクト・コス’ティ
ングとして知られているがこれは妥当ではな
い。ダイレクト・コ干トが製品に凝着すると言
うのも正しくない30〕。むしろ変動原価が割り当
でられるのである。ダイレクト・コストは容易
に部門・機能，製晶単位，あるいは他の関連単
位と容易に検証される。工場間接費は製晶にと
って間接原価であるが変動製造間接費はダイレ
クト・コスティングのもとでは製晶原価に合め
られている。ダイレクト・コストは固定的でも
あり，変動的でもある。たとえば機械運転係員
のサラリーは年次の保証された賃金協定でダイ
レクトで固定的である。これは製晶種類別には
直接的に検証できようがダイレクト・コスティ
ングのもとで製晶単位原価の部分としては考え
られない。製品種類と直接的には検証できるか
直接原価計算における原価配賦問題
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もしれないが，製晶単位とは検証できないかも
しれない。
’そこでダイレクト・コスティングは名称上プァ
リュアブル・コスティングの名称の方がより適
切でよい。
表3　ダイレクトの検証性
変動費一
固定費’
検証可能
→部門
→機能
→製晶種類
検証不可能 →製晶単位
変動原価計算は製晶原価記録における製造原価
の変動原価要素を分離する技法でもある。特に
内部報告書に有用で，変動原価計算のもとでは
単位原価は製晶を製造するための平均変動原価
として定義できる31〕。固定製造原価は製晶原価
から完全に排除される。変動原価計算は個別原
価計算においても間接費の処理で全部原価計算
とは異なる。直接材料費，直接労務費は操業度
と共に完全に変動的であるとされ，それ故に製
晶へ割り当てられ私変動製造間接費が間接比
率によって製晶原価に合められ孔
　ダイレクト・コスト法を利用すれば固定間接
費の単位当り標準原価を決定する必要性を排除
し，操業度差異を計算する必要性を排除する。
しかし固定間接費予算を利用し続け，固定聞接
費予算を計算しなければならない。ダイレクト
・コスト法はまた，サービス部門費，個別原
価，総合原価を計算するための計算技術を簡素
化する。と言う’のは配賦がそれぞれの変動部分
のみに限定されてくるか弘固定費の配賦の困
難性は多くの会計専門家に全部原価計算から直
接原価計算に方向転換を推奨した。ダイレクト
という語は語旬の利用上一貫性に欠ける面があ
る6製晶，コスト・セ：／ターに直接関連を持つ
原価はいずれもダイレクト・コストとして定義
され，通常，直接材料費，直接労務費などを含
む。ダイレクト・コスティングのもとでは製晶
へ割り当てられる原価は直接，間接にアウト・
’プット単位当り検証しうる変動原価を意味する
ことになる。ダイレクト・コスティングでは原
価とアウト・プットとの関係は検証性に欠け，
ブロダクト・コストをアウト・プットヘ配賦す
るのに変動性が配賦基準となっているのであ
る鋤。
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　12〕原価配分と未来原価回避説
　全部原価計算は窓意的配賦のためしばしば非
難され，ダイレク’ト・コスティングは固定費配
賦問題を回避したといわれる。NAAはダイレ
クトコスティングの利点として配賦の困難性の
解放をみとめた。しかしある著者はダイレクト
・コスティングのもとで’も配賦を行う必要性を
認めている。変動原価の配賦に関してその重要
性が喚起される必要がある。変動原価を配賦す
る問題が固定原価を配賦する問題と比較してと
るに足らない問題であろうか。シリングロウは
平均変動原価が増分変動コストーに対して許容で
きる概数であるといい，ダイレクト・コスティ
ングに影響を及ぽした。Nんヘレポートも固定
費配賦の問題点を排除したようにみえるが，変
動費を配賦することからの有害な影響を黙視し
ているように思えるD。
　原価計算においてあらゆる原価を常に給付単
位に関連せしめ，原価と給付の関係で一次関数
の関係を論じるものがあるが，このような考察
方法は重大な欠陥があり，しかも重大な経済的
現象が覆われてしまうことがある。そのうえ，
このような単位にのみ原価を分割する制度は，
実際において有りもしないところの原価の比例
性をあたカ・もあるがごとく欺慢する2〕ものであ
る。
　原価の配賦は正確でなければならない。全部
原価計算に対して唱えられた反対論はイ’ンダイ
レクト・コストが常に表面的な正確性のみを装
って多くの手数を掛けて配賦を行ってきたため
である。実際，二つの面が考えられ，一つは手
荒く概算的な配賦を行うのか，労を惜しまない
正確な配賦がとられるべきか　これは甚だ困難
な問題であ乱重要でないコスト・ファクター
の手間のかかる配賦はあまり意味がないし，特
定の意志決定に対してなお一層の原価配賦が意
志決定や問題解決に有益であるか否か検討を加
えることは大切である。
　原価の発生が経営活動に帰することは言うま
でもないが1その原因は一方において目的達成
と，．他方においては財の投入と考えることがで
きる。この原因関係は二つの方法で述べられ
る3〕。
　a）　原因結果関係
　原価の発生は実際の目的成就過程が原因と考
えられ，それによってi草接に引き起．こされた結
果が原価の発生である。このような原因結果の
考えは変動原価の配賦に利用されるに過ぎな
い。直接に引き起こされた原価という意味にお
いてである。．これは原価が企業活動水準と比例
直接原価計算における原価配賦問題
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的に変化するこ
とを仮定する比例性の原則である。異なった単
位原価がコンスタントで一定の活動範囲で存在
することは真実である。
b）　目標成果の関係
　企業の業績は目棲の達成度とされ，成果はそ
のために生産要素が経営活動に投入されると言
う関係である。結論的にはこの原則は間接原価
の配賦に利用されることができる。インダイレ
クト・コストの活動単位への配賦はこの原則に
そっており平均原則によっている。特に製晶，
製晶グループ，注文等，間接原価と個々の達成
度との間に直接的関係はない。期間の総間接費
が当該期問の総生産量に関しておかれる隈りに
おいて，関連があるに過ぎない。従って数学的
平均金額が算定されるに過ぎない。
　正確性は常に因果関係を意味するとは限らな
い。それは厳格でコストのかかるエラーに導く
ことがおうおうにしてあり，偽造関係に連携さ
れることがある。独立変数，従属変数間の高い
相関関係の分析は決して配賦問題を解決するも
のではない4〕。回帰分析が常に有益であるのは
歴史的コスト・データに事前的にコスト予測等
式を適用しようとして原価に論理的，因果関係
が適用できる場合である。このような関係は変
動間接費の場合検証できない。回帰分析は論理
的な支持なしに前提される行動パターンヘと導
く。ほとんどの文献で変動原価の配賦問題はダ
イレクト・コストの討論で詳細な分析を行って
いない5）。おそらくこれは原価計算の単位接近
法のためである。たとえば連産晶計算ではダイ
レクト・コスティングの討論は行われていな
い。
　ダイレクト・コスティングは通常，単品生産
企業にたいして論じられる。従って多晶種生産
の配賦問題は実体化されない。要するに原価の
変動性に基づいたダイレクト・コスティングは
原価配賦の問題を避けて通っれ概念的には配
賦問題に関して全部原価計算，直接原価計算の
考えの間に大きな相違はない。実務的にはその
違いは配賦されるべき原価範跨の数であるにす
ぎない。
　最も広くとられているコスト累積に対する分
類はダイレクト・イ：■ダイレクトのコストであ
る。これはアウト・プット単位，プロダクショ
ン・センターに直接跡付けられるダイレクト・
コスト’と跡付けられないインダイレクト・コス
トを識別しているのである。このようなコスト
の二分法は定義のように，データ処理の方法に
関したもので，コスト・ビヘイビアに関したも
のでない6〕。ダイレクト，すなわち跡付けられ
るコストはそれがチャージされる勘定の活動と
唯一検証される。たとえば粘土のコストや陶器
製造の陶芸家へ払われた賃金のように。インダ
イレクト・コストはいくつかのアクテイプィテ
．イーの共通の利益に対して発生するコストであ
る。たとえば多晶種製造の機械賃借料めよう
に。従ってそれらは共通コスト，製造間接費と
呼ばれる。そのようなコストは利益を生むと考
えられるアウト・プットにわたって均分化され
よう。
　生産センターに直接に跡付うるコストか，特
定製品へ跡付けうるコストかに関してダイレク
ト・コストの用語は使用上，混乱の源となって
いる？暖昧偉を避けるために次の定義をとるこ
とができる7〕。
　トレースト・セグメント・コスト　（Tfeaced
SegmentCost）：プロダクション・センターの
　　ように経営活動のセグメントに跡付けられ
　　るもの
　ダイレクト・プロダクト・コスト：アウト・
　　プット単位または特定製晶へ跡付けられる
　　コスト
　セグメント・トレースト・コスト1…はたとえ
ばブロダクション・センターで働く監督者のサ
ラリー，センターで生産される製晶に利用され
る原材料はダイレクト・ブロダクト∵コストで
ある。
　直接，間接の二分法に正当な注意が払われな
けれぱ，ダイレクト・コスト情報の質や有利性
と関連した重要な問題は見落とされるかも知れ
ない。ダイレクト・コスティングのこの問題を
直接原価計算における原価配賦問題
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より明確に理解するためにこの二分法がさらに
分析される必要があるが，それはコスト’の範騰
が2つから4つへ即ち，変動直接原価，変動間
接原価，固定直接原価，固定間接原価へ拡大さ
れることを意味する8〕。
　次例においてはこの拡大された範礒が配賦手
続きにかんして厳しく，多くのダイレクト・コ
スティングのもとで行われているかを示す。
　例1　ジョイント・プロダクト・コスティン
グ・これは製晶単位に直接に跡付けられる二つ
の原価に関するもので，しかし，配賦されなけ
ればならないものである。化学製造業で二つの
原料X，Yを必要とし，二つの製品A，Bを
生産するとする。
　x2．0002　＠＄2．00μ
　Y4．0002　〃3．00μ
　ワンサイクルで工程をモニターするのに3時
間の労働が必要でそのコストは＄5，00／Hであ
る。
　アウト・プット3．0002A，2．0001B，Aは
＄4．00〃で・Bは＄8．00〃で販売できるとす
る。総変動原価をワンサイクルについて計算す
ることは困難ではない。すなわち
　（2×2，000＋3×4，000＋5x3＝＄16，015）
しかしA，Bの単位原価を計算す’ることはジ
ョイント・コスト問題を解決するに値する。二
つの主要なアプローチが考えられるが，それは
物理的尺度と実現価値法であ孔物理的尺度を
用いればA，B，の単位原価は次のようにな
る。
　A；3／5x16，015÷3，000＝＄3．203／1
　B；2／5　〃　÷2，000＝＄3，203〃
純実現価値法を用いれば総売上高により加重さ
れ
　A；12／28×16，015÷3，000＝＄2．228／4
　B；16／28　〃　÷2，000＝＄4，576μ
　このアプ甲一チのいづれにするか限定的基準
はない。選択は固定費の配賦と同様に私意的で
ある9㌧従って連産晶原価は範騰2に分類され
ることになる。＄16，015がA品，B晶へ物理的
に跡付けられたり，検証できたりはしない。製
晶そのものが分離点以前に分けられていないか
らであ・孔会計専門家はこのような結合原価を
製晶へ配賦するのにあるシステム的な手段を選
ぷ10〕。それは期末棚卸し資産が評価され，従っ
て当期の利益を決定することになるからであ
る。
　このように複数製晶を前提にすれば変動費，
固定費の二分類基準を組み合わせることによ
り，次のコスト・テーブルができる11〕。
　このコスト・テーブルは前掲のダイレクト，
表4
A品
個別変動費
個別固定費
共通変動費
共通固定費
B品
個別変動費
個別固定費
共通変動費
共通固定費
インダイレクトの範藤と固定費，変動費の範中
を組み合わせた表と事実上変わるところがな
いd
　通常，変動間接費は単位当り基準で与えられ
るか生産活動のインプット尺度に関連して与え
られるが，計算はいかになされるであろうか，
単晶生産企業の場合，個々の製晶単位には間接
的であるにも拘らず，通常　変動原価は相対的
に容易に割り当てられると考えられている。し
かし，いったん単晶生産企業を離れると変動
製造間接費は異なった製晶へ配賦される必要あ
る12〕。いくらかの製品を平行して生産する場合，
間接費を配賦する困難性に直面するのである。
いま，A，Bが同時的に生産されるとする。
　A　1，000単位　単位当り直接労働時間2
　　　　　　　　単位’当り機械時間2
　B・2，000単位　単位当り直接労働時間4
　　　　　　　　単位当り機械時間ユ
あるタイプの間接労務費，補助職員のコスト
は生産水準と共に変化する。当期の原価が＄
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20，000であり一単位の製晶単価を計算するのに
直接原価計算論者は，これら変動間接原価を含
めるに違いないが，そのために配賦基準が選択
されなければならない。直接労働時間を用い
てこれら職員の単位当りコストを計算すれば
A一＄4，B一＄8となろう。機械時間を用いる
ならばA一＄10，B一＄5となろう。
　いま，A，Bの限界利益が次のようであるな
ら間接原価＄20，000を配賦するに当たり伝統的
な方法によらずこの限界利益額を適用すること
もできる。
A　1，000単位　単位当り隈界利益　＄3
B　2，000単位　単位当り隈界利益　＄2
　A；［20，000×（3×1，000）÷（3×1，000
　　　　　　　＋2×2，000）］÷1，000＝8．57
　B；［20，000×（2×2，OOO）÷（3×1，000
　　　　　　　＋2x2，000）コ÷2，OOO＝＝15．71
機械化された工場において間接費を配賦すると
き機械運転時間が配賦基準として良いとされる
が，それが合理的であっても，機械毎に性能，
馬力に相違があれば単純に機械時間を適用して
も正しい配賦基準とはなりえない13〕。
　ほとんどの原価会計専門家は製晶原価を算定
するに当たり間接原価の発生態様の厳密な分析
を行っていない。彼らは論理的関係を求め，そ
の関係を統計的にテストしていない1’〕。ほとん
どの企業は統計的には彼らの選択が正当と認め
ていないために生産方法が変化するとき，彼ら
が配賦基準を変えないことは驚くに当たらない。
　ほとんどの企業は配賦基準として直接労働を
なおも利用している。にもかかわらず，かなり
の企業は他の基準を利用している。機械時聞は
四つの配賦基準の中でより多くの企業で用いら
れている。機械時聞が特に高度のオートメーシ
ョン企業で適切であると考えられる。そこでオ
ートメーションの程度が相当進んでいる企業の
調査結果15）によれば，半分の企業が間接費配
賦に機械時間を利用している事実が判明した。
相当程度の企楽が間接費の配賦に機械時間を利
周しているものと予期していたが半分は間接費
配賦に機械時間を考えていないこともわかっ
た。さらに間接費配賦にどんな基準が利用され
ているかに加えてなぜその間接費配賦基準に決
めるか，すなわち，なぜあなたは間接費配賦に
その基準を利用するのかという応答者の解答は
次のようであった。
　79％　基準と間接費発生に論理的連合があ
　　　　る。
　13％　基準と間接費に統計的関係がある。
　3％　その他
　配賦問題の可能な一つの解決策は変動間接費
がブロダクト・コストから排除されてダイレク
ト・コスティングを純化することである16㌧そ
こでダイレクト・コスティングは配賦から大き
く解放されよう。顕著な特徴がもはや麦動費，
固定費の二分法にあるのではない。いつまでも
固定費，変動費の二分法に留まっているならば
製晶原価はある配賦問題からいつまでも解放さ
れない。固定費の幾分かはダイレクト，イン
ダイレクトの二分法が用いられる限り，製晶原
価の中に合まれることになろう。これはダイレ
クト・コスティングの精神ではない。厳密にい
ってダイレクト・コスティング目的の原価対象
は製晶単位であり，単に製晶ではない。製晶は
単位数を考慮しない用語である。それ故に製晶
に直接的であるようなコストは製晶の特定単位
には間接的である。一例は特定製晶の製造に専
ら利用する機械の年間リース料であ私製品に
関する限り，そのようなコストは固定直接費で
あり，前述の範蟻3に属するものである。他の
製晶単位と機械の利用を分かちあう個々の製晶
単位数に対してそれはなお固定費でありなが
ら，しかし，間接的である。製晶単位が原価対
象であるとき・範睦葦の原価は存在しないm。
　直接原価計算論者，全部原価計算論者は原価
の配賦に当たって次の2点18〕をどの様に考えて
いるのだろうか。
　ω　もし原価が物理的目的物と契約上の権利
とに関連を持たなければ，それは資産とは考え
られない。研究開発費，従業員訓練費，販売広
告費といったものは当期に相殺される。製造関
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のためのコストはそれほど困難なく資産的に処
理されうる。
　12〕物理的生産物の一種に対して必要な原価
はその種のそれぞれの単位へ配賦されるぺきで
ある。
　たとえば機械の利用にともなって発生する原
価は明らかに技術的にも経済的にもその機械の
全産出量に関連するが，区別される点は産出物
単位にいかに関連しているかであ乱全部原価
計算論者は全体に関するものは部分にも関連す
ると決定しルール12〕をとった。直接原価計算論
者はルール11〕を是認しているのだろうか，沈黙
している。しかし全体的にはルール12〕を採り，
原価が生産量と共に変化すれば生産単位へ関連
し，配賦されるとしている19〕。
　間接原価を配賦する原価計算はすぺて誤って
いるといわれるが，この意味の中には原価発生
の要因がただ一つの作用因しか考えられていな
いことを指摘している。多くの原価費目が単一
の作用因のみに依存しているのではない。個々
の原価費目に対して様々な種類，及び強度から
なる複数の作用因が事前に原価関数のもとで考
慮される必要がある。固定費に関しても操業度
面から固定費であり，製造面からは生産設備能
力の準備や，この設備能力をいつでも利用でき
る状態におくことから生ずるコストである。こ
のようなコストは操業度如何には関係がない。
準備してある生産量の範囲内であれば生産量が
増減しても期間原価の総額は増減しない。生産
設備を利用する機械は時間の経過に連れて失わ
れていくのであるカ・らその準備原価も時の経過
．に連れて消滅することになる2ω。従って期間原
価はその原価が発生した期問に収益に対応させ
られるという根拠が生ずる。
　棚卸資産評価について考察してみよう。ダイ
レクト・コスティングのもとではアウト・プッ
トレベルの変化に対する原価の反応が特に強調
される。ダイレクト・コストが製晶へ凝着する
というの凝問の余地がある。むしろ，変動原価
が製晶へ割り当てられるのである。ダイレクト
・コストは変動費でもあり，ときに固定費でも
あるから。変動原価が製晶原価となることは確
実であっても製晶と直接的に連携されることも
あり，されないこともある。ここからダイレク
ト・コストは変動原価と呼ぷ方が賢明である。
ダイレクトと言う語は製晶や，コスト・センタ
ー，部門へ関連する原価など，種々解釈さる。
すなわち，直接材料費や直接労務費は製晶へ割
り当てることはできるがアウトブット単位へは
配賦されることが多い2D。ダイレクトとインダ
イレクト・コストは通常原価目的に対してどの
程度跡付けられるか，跡付け可能性によっても
定義できよう。
　このような考えでは，たとえば製晶Aが単
価＄10の変動原価からなり，期末在庫100単位
であれば棚卸し資産評価は＄1，000である。こ
れが過去の原価発生のたあ，未来に避けうる原
価発生額を表していることになる。しかし，配
賦の存在は単位原価の計算を不明瞭にする。あ
る状況で変動原価が配賦されなければならない
ことは例証されれそれ故，その報告原価が未
来原価の節約を表すかどうか決定することは可
能ではない。原価回避論はプ1コダクト・コスト
が増分コストでないとき，その根拠に疑問を投
げかける22〕o
　棚卸し資産評価は在庫数量に単位原価を甜け
て計算するのであるが，棚卸し資産はまた未来
において避け得る原価としても解釈しうる。こ
の未来原価回避論には多くの変動原価が給付に
配賦されなければならない事実を歪曲している
ようにも考えられ乱文献上，ダイレクト・コ
ストの配賦問題について十分な論議が尽くされ
ていない23〕O
　フレムゲンは直接原価計算に関する棚卸資産
評価について検証しようと試みた。直接原価計
算がマネジメントに対しては適切であるとし，一
彼は外部報告に集中して検証を試みた24〕。棚卸
資摩を時価で評価することに注目を浴びている
折り，累琴された歴史的原価に基づいた棚卸資
産評価はその必要性があるのカ・どうか疑問を投
げかけた。彼はダイレクト・コスティング論争
が解決されるというよりも葬りさられるかも知
直接原価計算における原価配賦問題
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れない25〕と予言した。
　Greenは原価回避という語を作り出した。現
金や財務上の請求権である受取勘定をのぞき，
全ての資産測定に関する基本概念として原価回
避説を唱えたのである。過去に原価が発生した
結果として未来に回避される原価を資産測定基
準としたのである。固定費は未来に原価回避さ
れないのである。
　資産の定義に関して欠かせないのは資産が未
来の利益をもたらす能カをもつということであ
る。本来　利益は期末棚卸資産に含まれる原価
の範囲を決定するのに有用な基準とな名醐。
　棚卸資産詳価カ圭勘定の原価を累積して算定さ
れる限り，原価計算は棚卸資産評価，利益測定
目的にとってなおも有益である。資産が企業に
対する未来　利益を表すぺきであるという根拠
で外部報告目的に対して棚卸資産化されるべき
原価は変動原価のみであるといい，当期のある
原価の発生は次期におげるその原価の発生を避
けるといわれる。末来利益は原価が期未棚卸資
産に含まれるか否か決定するのに有益な基準と
な私通常原価はそれぞれ吟味され・その発生
が未来に利益をもたらすならば棚卸資産化する
27〕決定が行われる。
　この未来原価回避説からすれば固定費は次期
に発生が避けられないから棚卸し資産化されな
いであろう。変動原価は次期に回避されるので
あるから，資産化される。フレムゲンは資産評
価に当たって原価回避説を受け入れながら，ダ
イレクト・コストが次期に回避される原価を表
すという論理は吟味する必要がある28）と主張し
た。
　原則として全ての原価は収益との関係で同質
的であり，平行的である。原価が収益によって
償われる際優先的順位はない。ある目標，目的
に対して原価が基本的役割を果たす場合，原価
の特定要因の影響を除外し，あるいは軽視する
ような序列を与えることは許されない。原価の
流入を言己録することは周到な観察と有効な事霧
手続きを合むが収益の中に具現される費用の認
識を記録することは根本的には判断と解釈の問
題である”）。
　ブァリュアフル・コスティングは製造原価の
変動的要素を分離するのであるが製晶一単位の
単位原価は製晶一単位を追加生産することから
起こるその変動原価の予想増加分として定義さ
れるへ
　原価と原棚目的との聞で，あるコストは論理
的に，実務的にその全体を一つの原価目的に跡
付けることが可能である3i〕。すなわち，直接的
に決定しえる関係が存在する。このようなコス
トはダイレクト・コストである。部門のマネジ
ャーのサラリーは部門が原価の客体であり，こ
のgストの発生はコスト目的と論理的に，実務
的に検証される。
　ジョイントコストを物理的に加重する配賦方
法は個々の製晶の収益力となんの関係もない。
そこでは収益獲得能力が無視されているのであ
る。
　棚卸資産目的に原価を配賦する最善の方法は
何に求められるのであろうか。原価を物理的生
産単位数に比例して配賦することであると主張
するかも知れない。個々の生産物に検証しえる
相対的収益獲得能力のある尺度に比例して配賦
することが支持される可能性はある。収益獲得
能力の証であるコストに帰結するもっとも一般
的尺度は純実現価値の概算値であ孔純実現価
値法，物理的測定法を例証32〕してみよう。
　違産品　A，Bの結合原価，生産量，販売価
格が次のようであったとしよう。
　　結合原価　　生産量　販売価格
　　　　　1A1，g001＠¢55＄550　　＄9001＜　　　　　lB5002〃90＄450
　　　分離点
物珪的測定法
　物理的数量基準上の1．5001の製晶原価＄900
の単位原価は＄900÷1，500または¢60である。
コストは次のごとく配賦される
　　　生産　　　　　加重　　　　配賦原価
　A1，000左1，000÷1，500×＄900＄600
　B5002500÷1，500×＄900＄300
直接原価計算における原価配賦問題
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アウトプットの1／10が月末に未販売でA晶B
晶の損益計算書はつぎのようになる。
　　　　　　　　　A　　　　　B　　　合計
販売　　9002＄4954501＄405＄900
結合原価　　1，O001＄6005001＄300＄900
月末棚卸資産　1001＄60　501＄30＄’90
　売上原価　　9002＄5404502＄270＄810
　総益　　　＄（45）　　＄135＄90
　総益率　　　　　9．1％　　　33．3％　10％
純実現価値法醐
　　　分離点での　　　　　　　　結合原価　　　　　　　　　　　加重　　　販売価値　　　　　　　　　の配賦
　A＄550550／1000x＄900＄495
　B450450／1000x＄900405
　　　＄1，000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＄900
全ての製品が分離点で増分原価なしで販売され
うるなら純実現価値は分離点で販売価値に等し
い。損益計算は次のようになり，総益率は物理
的尺度法に比べてこの方法では同じにならな
い。
　　　　　　　　A　　　　B　　　　計
販売価値　　　＄495．0　＄405．0　＄900
コスト　　　　＄495．0　．＄405．O　＄900
期末棚卸資産　　　49，5　　40，5　　90．0
売上原価　　　＄445．5　＄364．5　＄810
総益　　＄49．5＄40．5＄90．0
総益率　　　　’ユ0％　　　10％　　　10％
　物理的測定法，純実現価値法各々において月
末の棚卸資産評価額は図7－1，7－2のよう
にA晶，B品について異なっている。物理的
測定法では期末棚卸資産評価額はA晶，B晶
各々＄60，＄30であるのに対して，純実現価値
法では＄49．5，＄40となる。
　直接原価配賦の方法により，このような棚卸
資産上の相違が現れてくるのである。
　新製晶が1月に生産開始され，直接材料費は
＠＄10必要とする。直接労働時間は1月に単位
600
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　300
金額乞O0
　100
　　0
図7－1　売上原価
　6
　50金、
獺．40
　30
　20
　10
　0
嚢編一一■一’．’一一’了一’一■一’一一．’物理㍗測定法
製晶A　　　　製品B
図7－2　棚卸資産評価額
一．’’’1’’一一・一一一■一物理的測定法＝
一一一一一f一一一一一叩‘’．純実現価描法
　　1錨・…
　．鑓萎萎…鰯
聰品A　　　　　　以品B
当り，1時間＄16から12月にはラーニングカー
ブのため，0．25時問に減少したとす私製造
間接費はすべて固定費として＄8，000であると
すれば・1月に1，000単位が生産されるとき，
1， 0直接作業時間が要求され，製造間接費は時
間当り＄8の率で製品単位へ配賦され棚卸資産
評価されることになる。12月には1，000単位生
産されても250時間が要求され，固定製造間接
費の額は変わらないから配賦間接費は単位当り
＄2〈0．25h×＄8〉となる。しかし，このよう
な場合，配賦問接費は単位当り＄8が配賦され
るべ洲きではなかろうか。
　　　　　単位当り棚卸資産評価
　　　　　　　　　1月
直接材料費　＄10
〃労務費　　16（＝1h　x＄16）
製造間接費　　8（＝1h　x＄8）
　　　　　　＄34
直接原価計算における原価配賦問題
Page:18無断転載禁止。　
　　　　　　　　　　ヱ2月
　　　　　　（is）　　　　　　　　　　　　（should　be）
直接材料費　＄10　　　　　　　　＄10
〃労務費　　4（二0．25×＄ユ6）　　　4
製造間接費　　2（＝O．25x＄8）　　　8
　　　　　　＄16　　　　　　　　　＄22
棚卸し資産評価に当たって製晶原価を修正し，
純化することによっては妥当な評価方法は見つ
からないかも知れない。配賦問題から解放さ
れ，原価に依存しない方法が必要かも知れな
い。フレムゲンは純実現価値を提唱しホーング
レンは連産晶原価の配賦問題から純実現価値に
賛成した。もし外部の価格データが棚卸し資産
評価に利用されるなら製品原価に焦点を当てな
けれぱならない必要性はなかろう35，。
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おわりに
　原価配賦の観点からは全部原価計算，直接原
価計算の間に本質的な相違がない。直接原価も
厳密には給付へ配賦されていると解釈でき乱
考察した原価の配賦諸方法から棚卸資産評価は
原価を配賦することによって溝足のいく結果を
直接原価計算における原価配賦問題
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もたらすのだろうかとさえ思われる。純実現価
値法の台頭もこのような事情の中に原因の一つ
があると言えないだろうか。原価の配賦基準が
変わる毎に棚卸資産評価額が異なるのは信頼性
の欠如につ卒がる。この状況のもとで，原価の
跡付け性の面から，また費用収益対応の面から
直接原価計算において1ま変動間接費の配賦を除
去することも考えられる。
そこにダイレクト・コスティングの純化の道が
残されているようにも思える。原価計算を行う
意義からみて，単位原価に在庫数量をかけて棚
卸資産を評価するとき，物理的測定法は純実現
価値法より満足のいく方法である。未来原価回
避説は配賦に配賦を重ねている状況を観察する
と，確かにその薄弱性を露呈する。
　　　　　　　　　　（1988年7月18日受理）
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